
6.6-1 

地下水位等 

調査 

調査項目 

地下水位等の調査項目は、表 6.6-1 に示すとおりとした。 

 

表 6.6-1 地下水位等の調査項目 

調査項目 

地下水位等 地下水の状況、地下水の利用状況、地形及び地質の状況 

 

調査手法 

地下水の状況 

対象事業実施区域及びその周辺における地下水位の観測により地下水の流れを把握し

た。 

 

地下水の利用状況 

対象事業実施区域の周辺住宅における井戸利用実態のアンケート調査により地下水の

利用状況を把握した。 

 

地形及び地質の状況 

地質調査結果により地形及び地質の状況を把握した。 

 

調査地域及び調査地点 

調査地域は、対象事業実施区域の下流域とした。 

地下水位の測定地点は、周辺の地下水の流れを考慮して、対象事業実施区域内の上流部、

対象事業実施区域内の最下流部、対象事業実施区域の下流部民家側の計 3地点の井戸とした。 

調査地点位置図を図 6.6-1 に示す。 
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図 6.6-1 地下水の状況の調査地点位置図  
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調査結果 

地下水の状況 

地下水位の変動状況 

H29.4 月～H30.3 月までの地下水位の測定結果を図 6.6-2 に示す。 

地下水位の変動状況は、G.1（対象事業実施区域内の上流部）で 194.0～232.0cm、

G.2（対象事業実施区域内の下流部）で 27.2～75.4cm、G.3（下流民家側）で 92.6～

111.0cm であった。年間の変動幅は、G.1 で 38.0cm、G.2 で 48.2cm、G.3 で 18.4cm で

あった。 

 
注：各地点の地表標高は、G.1=334.1m、G.2=293.5m、G.3=279.4m である。 

図 6.6-2 地下水位の測定結果 

 

帯水層 

地下水の流動状況及び地層の透水性から、対象事業実施区域周辺に分布する帯水層

の特性は以下のとおりである。また、透水試験結果を表 6.6-2 に示す。 

・ 主帯水層は、河床堆積物の砂礫層(透水係数は 10-3～10-4 cm/s オーダー)である。

本帯水層の地下水は、堆積物の間隙を流れる層状水である。 

・ 基盤岩も透水性が高く(透水係数は 10-4 cm/s オーダー)、帯水層となっている。基

盤岩中の地下水も構成粒子の間隙を流れる層状水である。 

・ 河床堆積物中の地下水と基盤岩中の地下水は、基本的には連続しており、いずれ

も不圧状態の自由地下水である。 

 

  

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

4/21 5/18 6/15 7/13 8/11 9/14 10/10 11/16 12/8 1/15 2/8 3/13

測
定
水
位
（
c
m
）

G.1 G.2 G.3

(G.L) 



6.6-4 

 

表 6.6-2 透水試験結果一覧 

孔番 
実施深度 

（GL-m） 
対象地質 

透水係数 

(cm/s) 

H27B-1 1.5～2.0 河床堆積物 8.4×10-4 

H27B-3 4.5～5.0 凝灰角礫岩 2.0×10-4 

H27B-9 1.5～2.0 河床堆積物 1.7×10-4 

H27B-11 2.3～2.8 河床堆積物 6.5×10-4 

H27B-13 1.4～1.9 河床堆積物 4.5×10-4 

H28B-6 
1.5～2.0 河床堆積物 7.3×10-3 

4.5～5.0 火山礫凝灰岩 3.6×10-4 

H28B-27 10.5～11.0 火山礫凝灰岩 3.3×10-4 

H28B-28 
4.5～5.0 崖錐堆積物 9.0×10-6 

13.5～14.0 火山礫凝灰岩 3.8×10-4 

H28B-34 4.0～5.0 軽石凝灰岩 2.1×10-4 

注 1：網掛けした地質は基盤岩を示す。 

注 2：ボーリングの位置は図 6.6-3 に示すとおりである。 

 

地下水流動方向 

ボーリング施工時の孔内水位に基づいた地下水コンターマップを図 6.6-3 に示す。 

地下水コンターマップから想定される地下水の流動方向は以下のとおりである。 

・ 地下水面は地形なりに緩やかな勾配をなして下流側及び椛沢の谷方向へ傾斜して

いる。地下水の流れは上流から下流方向へ、処分場を縦断するように流れ、かつ

尾根部から椛沢方向へ斜面沿いに流下していると考えられる。 

・ 尾根部では、地下水面は地形なりに高まっている。地下水の流れは尾根から椛沢

方向へ斜面沿いに流下しており、椛沢から他の流域へ尾根を横断する直接的な地

下水の流動はないと考えられる。 
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図 6.6-3 地下水コンターマップ 

地下水コンターから想定される地下水流動方向 
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地下水の利用状況 

対象事業実施区域の下流側に存在する井戸の諸元を表 6.6-3 に、井戸の分布状況を図 

6.6-4 に示す。 

対象事業実施区域の下流側に井戸は計 22 箇所が確認されており、飲用水及び農業用水

としている状況であった。また、対象事業実施区域とそれに最も近い井戸との距離は 223m

である。 

 

表 6.6-3 井戸の諸元 

No. 用途 井戸の深さ（m） 採水の深さ（m）
対象事業実施区域 

との距離（m） 

1 飲用、農業用 50 20 

個人情報保護の観

点から記載しない 

2 飲用 50 50 

3 飲用、農業用 50 8 

4 
1 飲用、農業用 1 不明 

2 不明 48 12 

5 飲用、雑用 60 60 

6 飲用、農業用 2～3 不明 

7 飲用、雑用、農業用 1.7 不明 

8 飲用 50 不明 

9 

1 農業用 7～8 不明 

2 雑用 不明 不明 

3 飲用 3～4 不明 

10 飲用、雑用、農業用 不明 不明 

11 飲用、雑用 50 不明 

12 飲用、農業用 不明 不明 

13 飲用、雑用、農業用 不明 不明 

14 飲用、雑用、農業用 50 18～25 

15 雑用 5 1 

16 飲用 不明 不明 

17 飲用 36 16 

18 飲用 20 7 

19 飲用、雑用、農業用 不明 不明 

20 飲用 不明 不明 

21 
1 飲用、雑用、農業用 不明 不明 

2 不明 不明 不明 

22 飲用、雑用、農業用 30 1 

注：表中の No.は図 6.6-4 の No.に対応する。 
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図 6.6-4 井戸の分布状況  

注）図中の No.は表 6.6-3 の No.に対応する。 

個人情報保護の観点から井戸の位置は図示しない。 
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地形及び地質の状況 

対象事業実施区域における地質平面図を図 6.6-5 に、図 6.6-5 内の 1 測線、2 測線に

おける地質断面図を図 6.6-6 に示す。また、図 6.6-5 内のボーリング地点 H28B-1 及び地

点 H28B-40 のボーリング調査結果を表 6.6-4 及び表 6.6-5 に示す。 

対象事業実施区域の地質構成は、基盤岩である火山礫凝灰岩(Lt)及び軽石凝灰岩(Pt)

からなり、これらは火山麓扇状地堆積物(Df)及びローム(Lm)に覆われている。河床部には

砂礫層からなる河床堆積物(rd)が、河床沿いの緩斜面部には段丘堆積物(tr)が、山腹斜面

や沢部の各所には崖錐堆積物(dt)が分布する。 

 

表 6.6-4 ボーリング調査結果（地点 H28B-1・下流部） 

 

 

表 6.6-5 ボーリング調査結果（地点 H28B-40・上流部） 
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図 6.6-5 地質平面図 

  



6.6-10 

 

図 6.6-6 地質断面図 
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予測及び評価の結果 

工事の実施：造成等の施工に伴う影響 

 

予測項目 

予測項目は、工事の実施による地下水の流れへの影響とした。 

 

予測地域および地点 

予測地域は、対象事業実施区域及びその下流域とした。 

 

予測対象時期 

予測時期は、地形改変による地下水涵養量の低下が考えられる造成工事時とした。 

 

予測方法 

対象事業実施区域内の上流部、中流部、下流部の 3断面（図 6.6-7 に示す No.12、No.40、

No.73）について土地改変と地下水位との関係を整理し、地下水位への影響を定性的に予

測した。 

 

予測結果 

事業地の上流部、中流部、下流部において造成に伴う土地改変と地下水との関係を表し

た断面図を図 6.6-8～図 6.6-10 に示す。 

本事業では、埋立地及び防災調整池等の造成により 1～10m 程度の掘削または地盤改良

が生じる。このため、事業地内低地部の水位面が改変されるが、改変部は自由地下水とな

っており、事業地下部は火山礫凝灰岩（Lt）等の透水性の高い層が深く存在していること

から、地下水の流れは阻害されないと考えられる。また、掘削面から湧出する地下水はポ

ンプ等で排除した場合においても、水位低下は掘削部の近傍にとどまると考えられる。こ

のため、地下水の流れの影響は対象事業実施区域の周辺には及ばないと想定される。 

以上のことから、造成等の施工による地下水の流れへの影響は小さいと予測される。 
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図 6.6-7 断面位置図  

断面 2（中流部・Ⅰ期埋立地） 

断面 3（下流部・防災調整池）

断面 1（上流部）
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図 6.6-8 断面 1：造成に伴う土地改変と地下水との関係（上流部） 

 

 

図 6.6-9 断面 2：造成に伴う土地改変と地下水との関係（中流部・Ⅰ期埋立地） 

 

 

図 6.6-10 断面 3：造成に伴う土地改変と地下水との関係（下流部・防災調整池） 
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環境配慮事項の内容 

本事業の実施においては、実行可能な範囲内でできる限り環境への影響を低減させる環

境配慮事項として、表 6.6-6 に示す造成法面の緑化を実施する。 

 

表 6.6-6 環境配慮事項（造成等の施工に伴う影響） 

環境配慮事項 環境配慮事項の内容 環境配慮事項の種類 

造成法面の緑化 造成により出現する法面を緑化すること

により、雨水の地下浸透を促進する。 

低減 

 

評価 

評価方法 

評価の方法は、調査及び予測の結果並びに検討した環境配慮事項の内容を踏まえ、造成

等の施工による地下水への影響が実行可能な範囲でできる限り回避・低減され、環境への

保全についての配慮が適正になされているかを評価した。 

 

評価結果 

本事業では、造成工事によって地下水の流れは阻害されず、水位の低下は掘削部のごく

近傍にとどまるため、対象事業実施区域の周辺への影響は小さい。 

さらに、事業の実施にあたっては、「6)環境配慮事項の内容」に示す造成法面の緑化を

実施することで、造成工事による地下水への影響を低減することができる。 

以上のことから、造成等の施工による地下水への影響については、低減が図られている

ものと評価する。 
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土地又は工作物の存在及び供用：最終処分場の存在 

 

予測項目 

予測項目は、最終処分場の存在による地下水の流れへの影響とした。 

 

予測地域および地点 

予測地域は、対象事業実施区域及びその下流域とした。 

 

予測対象時期 

施設の供用時とした。 

 

予測方法 

対象事業実施区域内の上流部、中流部、下流部の 3断面（図 6.6-7 に示す No.12、No.40、

No.73）について施設の設置と地下水位との関係を整理し、地下水位への影響を定性的に

予測した。 

 

予測結果 

施設の設置と地下水との関係を図 6.6-11～図 6.6-13 に示す。 

本事業では、埋立構造物下の地下水集排水管による地下水の引き込みにより、構造物の

基礎高さ（地下水集排水管の高さ）まで地下水位が低下するため、現況よりも 1～10m 程

度低下すると想定される。 

施設の下部には、火山礫凝灰岩（Lt）等の透水性の高い層が深く存在することから、地

下水位の低下は地下水集排水管の近傍にとどまると考えられる。このため、地下水の流れ

の影響は対象事業実施区域の周辺には及ばないと想定される。 

以上のことから、施設の存在による地下水の流れへの影響は小さいと予測される。 
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図 6.6-11 断面 1：施設の設置と地下水との関係（上流部） 

 

 

図 6.6-12 断面 2：施設の設置と地下水との関係（中流部・Ⅰ期埋立地） 

 

 

図 6.6-13 断面 3：施設の設置と地下水との関係（下流部・防災調整池） 
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環境配慮事項の内容 

本事業の実施においては、実行可能な範囲内でできる限り環境への影響を低減させる環

境配慮事項として、表 6.6-7 に示す地下水位のモニタリングを実施する。 

 

表 6.6-7 環境配慮事項（造成等の施工に伴う影響） 

環境配慮事項 環境配慮事項の内容 環境配慮事項の種類 

地下水位のモニタリングによ

る異常の早期発見 

定期的な地下水位のモニタリ

ングを行う。 

低減 

 

評価 

評価方法 

評価の方法は、調査及び予測の結果並びに検討した環境配慮事項の内容を踏まえ、施設

の存在による地下水への影響が実行可能な範囲でできる限り回避・低減され、環境への保

全についての配慮が適正になされているかを評価した。 

 

評価結果 

本事業では、火山礫凝灰岩等の透水性の高い層が深く存在し、地下水位の低下が地下水

集排水管の近傍にとどまるため、対象事業実施区域の周辺への影響は小さい。 

さらに、事業の実施にあたっては、「6)環境配慮事項の内容」に示す地下水位のモニタ

リングを行い、地下水の利用に支障をきたす可能性がある場合は、適切に対処することに

より、地下水への影響を低減することができる。 

以上のことから、施設の存在による地下水への影響については、低減が図られているも

のと評価する。 

 

 


